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第1章 序論：無形資産経済への構造転換と日本の遅れ 
 

 

1.1 グローバル経済における価値創出の変容 
 

21世紀のグローバル経済において、企業の競争力と国家の富の源泉は、物理的な工場や設備と
いった有形資産から、特許、ソフトウェア、ブランド、データといった「無形資産（Intangible Assets）」
へと決定的に移行した。経済協力開発機構（OECD）および主要国の経済指標が示す通り、企業の
市場価値に占める無形資産の割合は過去20年間で劇的に上昇しており、特にGAFAM（Google, 
Apple, Facebook/Meta, Amazon, Microsoft）に代表される巨大テック企業は、ソフトウェアIP（知的
財産）とデータプラットフォームをテコに、国境を越えた莫大な利益を創出し続けている。 

この経済パラダイムのシフトに対応し、欧州各国は2000年代初頭より、法人税制を単なる徴税手段
から「イノベーション誘致のための戦略ツール」へと再定義してきた。その中核となる政策が「イノ

ベーションボックス税制（パテントボックス税制）」である。これは、国内で開発・保有される知的財産

から生じる所得に対して、通常の法人税率よりも大幅に低い優遇税率（多くの場合10%以下）を適用
することで、高付加価値な研究開発（R&D）拠点の国内維持と、知財からの収益の国内還流を促す
仕組みである1。 

 

1.2 日本の現状：デジタル赤字の拡大と「知財敗戦」 
 



一方、日本経済はこの潮流に乗り遅れたと言わざるを得ない。かつて「モノづくり（Monozukuri）」で
世界を席巻した日本の産業構造は、ハードウェアへの過度な依存とソフトウェア産業の育成失敗に

より、深刻な構造的課題に直面している。その最も顕著な兆候が「デジタル赤字」の急拡大である。 

日本のサービス収支における「通信・コンピュータ・情報サービス」の赤字は近年数兆円規模に達し

ており、これは日本企業や消費者が海外製（主に米国製）のクラウドサービス、OS、ソフトウェア、デ
ジタル広告プラットフォームを利用するために支払う巨額のライセンス料や利用料が国外へ流出して

いることを意味する3。知財使用料全体では黒字を維持しているものの、その内訳は自動車産業を中

心とした産業財産権（特許）によるものであり、デジタルトランスフォーメーション（DX）の中核となるデ
ジタル著作権やソフトウェアライセンスにおいては大幅な支払い超過に陥っている5。 

 

1.3 本報告書の目的と構成 
 

本報告書は、2025年（令和7年）4月より日本で導入される予定の「イノベーションボックス税制（イノ
ベーション拠点税制）」について、その制度設計が欧州の先進事例（オランダ、英国、フランス等）と

比較してどのような位置付けにあるのかを詳細に分析するものである。 

特に、日本の制度が対象を「特許」および「AI関連ソフトウェア」に限定している点、そして実効税率
が約20%に留まる点が、欧州の広範なソフトウェア優遇や10%前後の低税率と比較してどのような
競争上の劣位をもたらすかを検証する。さらに、単なる税制の比較にとどまらず、なぜ日本が「知財」

で勝てないのか、その背景にある産業構造、雇用慣行、そして「システムインテグレータ（SIer）」主導
のソフトウェア開発モデルにまで踏み込み、日本のデジタル競争力回復に向けた課題を浮き彫りに

する。 

 

第2章 欧州におけるイノベーションボックス税制の展開と成熟 
 

欧州におけるイノベーションボックス税制は、単なる減税措置ではなく、国家の産業戦略の中核とし

て機能している。ここでは、日本がベンチマークとすべき主要国の制度を詳細に分析し、その「広さ」

と「深さ」を明らかにする。 

 

2.1 オランダ：イノベーション・ボックス（Innovation Box）の包括性 
 

オランダのイノベーション・ボックスは、欧州で最も成功し、かつ適用範囲が広い制度の一つとして知



られている。同国の制度は、技術革新のライフサイクル全体を支援するように設計されており、日本

の制度設計に対する強力な対照事例となる。 

 

2.1.1 制度の概要と税率 

 

オランダのイノベーション・ボックスは、対象となる無形資産から生じる利益に対して、通常の法人税

率（約25.8%）ではなく、**9%**の実効税率を適用する（以前は5%であったが、BEPS対応等により
引き上げられたものの、依然として日本より圧倒的に低い）2。 

 

2.1.2 対象資産の広範さ：「S&O宣言」との連動 

 

オランダの制度の最大の特徴は、その適用対象の広さと柔軟性にある。対象となる無形資産は特許

（Patents）や植物育成者権（Plant Breeders' Rights）に限られない。重要なのは、研究開発（R&D）
活動に対して政府（オランダ企業誘致局：RVO）が発行する「S&O宣言（WBSO：研究開発促進法に
基づく証明書）」との連動である9。 

●​ 中小企業（Small Taxpayers）の特例： 中小規模の納税者（グループ純売上高2億5000万
ユーロ未満かつ無形資産からの総利益3750万ユーロ未満）の場合、特許を取得していなくと
も、この「S&O宣言」を取得しているだけで、その開発成果（例えば、特許化されていない独自の
ソフトウェアやノウハウ）から生じる利益に対して9%の税率を適用できる11。これは、特許取得に

コストと時間がかかるスタートアップ企業にとって極めて強力な支援となる。 
●​ 大企業（Large Taxpayers）の要件： 大企業の場合でも、「S&O宣言」に加えて、特許、植物育

成者権、医薬品販売許可、あるいは「著作権で保護されたソフトウェア（Copyrighted Software
）」などの法的チケット（Legal Ticket）のいずれかがあれば適用可能である10。 

 

2.1.3 ソフトウェアの取り扱い 

 

特筆すべきは、オランダが**「ソフトウェア」**を明示的に対象資産として認めている点である14。オラ

ンダ税務当局は、著作権で保護されたソフトウェアが特許と同様に新規性・有用性を持つ技術資産

であることを認めており、AIに限らず、物流管理システム、フィンテックプラットフォーム、ゲームエンジ
ンなど、S&O宣言の要件（技術的な新規性）を満たすあらゆるソフトウェアが優遇税率の恩恵を受け
られる。これにより、オランダはBooking.comやAdyenといった世界的デジタルプラットフォーマーの
成長を税制面から支えている。 



 

2.2 英国：パテント・ボックス（Patent Box）と機能的等価性 
 

英国のパテント・ボックス制度は2013年に導入され、製造業とハイテク産業の競争力強化を目的とし
ている。 

 

2.2.1 税率と計算構造 

 

英国の制度は、適格な知的財産から生じる利益に対して**10%**の法人税率を適用する（標準税率
は25%）2。この15ポイントの税率差は、企業の投資判断に重大な影響を与えるインセンティブとして
機能している。 

 

2.2.2 対象資産と「みなし」適用 

 

英国の制度は名称通り「特許（Patents）」が中心であるが、その運用は柔軟である。 

●​ 特許組み込み製品（Embedded IP）： 特許そのもののライセンス収入だけでなく、特許発明を
組み込んだ製品（Patented Product）の販売収入全体が、一定の計算式（ストリーミングルー
ル）に基づき軽減税率の対象となり得る17。例えば、ある画期的な部品一つに特許がある場合、

その部品を含む完成品の売上全体が計算のベースとなる（もちろん、マーケティング資産等の

リターンは除外されるが）。 
●​ ソフトウェアの特許性： 英国および欧州特許庁（EPO）では、「コンピュータ・プログラムそのも

の」は特許対象外とされることが多いが、「技術的効果（Technical Effect）」をもたらすソフトウェ
アは特許化が可能である。英国のパテント・ボックスは、この「技術的効果を持つソフトウェア」を

対象に含んでおり、結果として高度なアルゴリズムや制御ソフトウェアは10%の税率を享受でき
る19。 

 

2.3 フランス：IPボックス（IP Box）と「オリジナル・ソフトウェア」 
 

フランスは2019年の税制改正により、従来の特許優遇税制をOECDのBEPS勧告に準拠した「IPボッ
クス」へと刷新した。ここで日本が最も注目すべきは、その対象範囲の拡大である。 



 

2.3.1 ソフトウェアの明示的包含 

 

フランスの制度（CGI第238条）は、特許に加え、**「著作権で保護されたオリジナルのソフトウェア（
Original Software protected by copyright）」**を明示的に適格資産として定義している21。 

●​ AI限定なし： 日本のように「AI関連」という限定はない。著作権法上の「独創性（Originality）」の
要件を満たすソフトウェアであれば、ERP、SaaS、モバイルアプリなど、幅広いデジタル資産が
対象となる23。 

●​ 税率： 適格所得に対する税率は**10%**である24。 

この措置は、フランスが「スタートアップ・ネーション」を標榜し、La French Tech（フランスのテック・エ
コシステム）を支援するための戦略的な意思決定の結果である。特許になじまないソフトウェア開発

企業であっても、その著作権収入に対して低税率を適用することで、フランス国内での開発とIP保有
を強力に動機づけている。 

 

2.4 欧州主要国と日本の制度比較（データ要約） 
 

比較項目 日本（新制

度 2025~） 
オランダ 英国 フランス ベルギー 

実効税率（

IP所得） 
約 20% 9% 10% 10% 3.75% 

標準法人税

率 
約 30% 25.8% 25% 25% 25% 

主な対象資

産 
特許権、AI
関連ソフト

ウェア 

特許、S&O
宣言対象の

ソフトウェア 

特許（技術

的効果のあ

るソフト含

む） 

特許、オリジ

ナル・ソフト

ウェア 

特許、著作

権保護ソフト 

ソフトウェア

要件 
AI技術・機
械学習等に

限定 

技術的革新

性（WBSO）
があれば可 

特許要件

（技術的効

果）が必要 

独創性があ

れば可（AI
限定なし） 

独創性があ

れば可 



参入障壁

（中小） 
高い（AI認
定・自社開

発比率） 

低い（特許

不要、S&O
宣言のみで

可） 

中（特許取

得が必要） 
低（著作権

のみで可） 
低 

2 

この比較表からも明らかなように、日本の制度は「税率の高さ（魅力の低さ）」と「対象の狭さ（AI限
定）」の両面において、欧州標準から大きく見劣りする設計となっている。 

 

第3章 日本の「イノベーション拠点税制」の詳細分析と課題 
 

2024年度税制改正大綱に盛り込まれ、2025年4月から施行される日本の「イノベーション拠点税制
（イノベーションボックス税制）」は、一見すると欧州へのキャッチアップを目指した政策に見える。しか

し、その細部には財務省や経済産業省の慎重姿勢、あるいは「製造業中心」の古いパラダイムが色

濃く反映されている。 

 

3.1 制度のメカニズムと「20%」の壁 
 

日本の制度は、適格知的財産から生じる「譲渡所得」および「ライセンス所得」の**30%**を課税所
得から控除する仕組みである27。 

●​ 計算式： 控除額 = 適格知財所得 × 30% 
●​ 実効税率の試算： 日本の実効法人税率を約29.74%とした場合、30%の所得が非課税となるた

め、残りの70%に約30%が課税されることとなる。 
○​ 29.74% × (1 - 0.30) ≒ 20.8% 

●​ 評価： 欧州諸国が軒並み10%以下の税率を提供している中で、約21%という税率は国際的な
競争力を持つインセンティブとは言い難い。グローバル企業がR&D拠点の立地を選定する際、
数パーセントの税率差は数十億円規模のキャッシュフローの差となるため、この「控えめな」減

税幅では、海外からのIP移転を促すには力不足であるとの指摘が専門家からなされている25。 

 

3.2 「AI関連ソフトウェア」という狭き門 



 

本制度の最大の論点は、対象となるソフトウェアが**「AI関連（AI-related）」**に限定されていること
である27。 
経済産業省のガイドラインや関連資料によれば、対象となるのは「機械学習技術等のAI技術を用い
たソフトウェア」であり、具体的には学習済みモデルやAIを駆動するための基盤ソフトウェア等が想
定されている32。 
 

3.2.1 一般ソフトウェアの排除 

 

この定義により、以下のようないわゆる「従来型」あるいは「非AI」のソフトウェアは税制優遇の対象
外となる可能性が高い： 

●​ 基幹業務システム（ERP） 
●​ データベース管理システム 
●​ サイバーセキュリティ・ソフトウェア（AIを用いないもの） 
●​ ゲームエンジンやコンテンツ配信プラットフォーム 

フランスやオランダが「ソフトウェア全般」を対象としているのに対し、日本があえて「AI」に絞ったこと
は、政府が「AIこそが次の成長領域」と判断した結果とも取れるが、実態としては「税収減を最小限に
抑えたい」という財務当局の意向や、ソフトウェア産業全体を支援することへの躊躇が見え隠れす

る。結果として、AI以外の領域で優れたIPを持つ日本企業の競争力強化には繋がらないリスクがあ
る。 

 

3.3 ネクサス・アプローチ（Nexus Approach）の厳格運用とSIer問題 
 

日本はOECDのBEPSプロジェクト「行動5」で合意された「ネクサス・アプローチ」を厳格に適用する方
針である26。 
これは、優遇税制の対象となる所得を、**「納税者自身が支出したR&D費用の割合（自社開発比
率）」**に応じて制限するルールである。 
 

3.3.1 日本の産業構造とのミスマッチ 

 

日本のソフトウェア産業は、ユーザー企業がITベンダー（SIer）に開発を丸投げ（アウトソーシング）
し、SIerがさらに下請け企業に委託するという多重下請け構造（いわゆるゼネコン構造）が特徴であ
る36。 



●​ 自社開発比率の低下： ネクサス・アプローチの下では、関連会社への委託費用やIP取得費用
は「適格R&D費用」から除外される場合がある（あるいは制限がかかる）。多重下請け構造に依
存し、自社内にエンジニアを抱えない多くの日本企業にとって、この「自社開発要件」を満たして

高い控除率を維持することは、欧州企業以上にハードルが高い37。 
●​ 「中身」のないIP保有の否定： ネクサス・アプローチは本来、タックスヘイブンにペーパーカンパ

ニーを置いてIP所得を移転する行為を防ぐためのものだが、日本では「外注依存のR&D」に対
するペナルティとして機能してしまう恐れがある。これにより、企業はR&Dの内製化（インソーシ
ング）を迫られるが、硬直的な労働市場の中で即座に体制を変更することは極めて困難であ

る。 

 

第4章 なぜ日本は「知財」で勝てないのか：構造的・文化的要
因の深層 
 

税制の劣位は結果であり、原因ではない。日本が知財、特にデジタル領域の知財で「敗戦」し続けて

いる背景には、より根深い構造的な問題が存在する。 

 

4.1 「モノづくり」信仰と無形資産への無理解 
 

日本の産業政策と企業経営は、長らく「モノづくり」の成功体験に縛られてきた。 

●​ 特許偏重： 日本企業は世界でもトップクラスの特許出願数を誇る。しかし、その多くは自動車部
品や素材、ハードウェアの改良技術に関するものである。2024年のIPランドスケープ分析にお
いても、日本は「産業財産権（特許）」では黒字だが、「著作権（ソフトウェア）」では巨額の赤字で

あることが確認されている5。 
●​ ソフトウェアの軽視： 多くの日本企業経営者にとって、ソフトウェアはハードウェアを動かすため

の「付属品」あるいは「コスト」として認識されてきた。ソニーのVAIOや携帯音楽プレーヤーが
iPodに敗れた事例が象徴するように、ハードウェアのスペック向上に執着し、ソフトウェアとサー
ビスによるエコシステム構築（＝継続的なIP収益モデル）に失敗した歴史がある39。このマインド

セットが、税制設計においても「特許は優遇するが、ソフトウェアはAI以外認めない」という保守
的な姿勢に反映されている。 

 

4.2 SIerモデルによる「IPの不在」 
 



「知財で勝つ」ためには、開発したソフトウェアを広くライセンス販売し、レバレッジを効かせて収益化

する「スケーラビリティ」が不可欠である。しかし、日本のIT業界の主流であるSIerモデルはこれと正
反対の性質を持つ36。 

●​ 受託開発の限界： SIerは顧客（ユーザー企業）のためにオーダーメイドのシステムを開発し、対
価として「人月単価（工数）」を受け取る。このビジネスモデルでは、納品されたシステムの著作

権は顧客に移転するか、あるいはSIerに残ったとしても、そのシステムは特定の顧客向けにカ
スタマイズされすぎているため、他の顧客にライセンス販売（外販）することができない。 

●​ 資産化されない労働： 結果として、膨大なエンジニアのリソースが投入されているにもかかわら
ず、再利用・収益化可能な「IPプロダクト」が日本国内に蓄積されない。イノベーションボックス税
制は「ライセンス所得」や「譲渡所得」を対象とするため、そもそもIPとして外販しない受託開発
企業には何の恩恵ももたらさない。 

 

4.3 人材流動性の欠如とリスク回避 
 

シリコンバレーや欧州のテックハブでは、エンジニアがプロジェクト単位で移動し、スタートアップが

次々と新しいIPを生み出すエコシステムがある。対して日本は： 

●​ メンバーシップ型雇用： 職務（ジョブ）ではなく会社（メンバーシップ）に紐づく雇用慣行のため、
高度な専門性を持つソフトウェアエンジニアが適切な評価や報酬を得にくく、プロジェクトの失敗

（＝キャリアの傷）を恐れてリスクある開発を避ける傾向がある40。 
●​ 内製化の壁： ネクサス・アプローチに対応するために「内製化」を進めようとしても、優秀なエン

ジニアは高給を提示する外資系テック企業（Google Japan等）や、より柔軟な環境のスタート
アップ、あるいは海外へ流出してしまう。国内の伝統的大企業が、税制優遇を受けるために必

要な「自社開発の実体」を急速に構築することは容易ではない。 

 

第5章 デジタル赤字の解消と日本の未来に向けた提言 
 

デジタル赤字が数兆円規模で拡大し続ける中、日本が導入する「控えめな」イノベーションボックス税

制は、現状を打破するゲームチェンジャーになり得るのか。分析の結果、現在の設計ではその効果

は限定的であると言わざるを得ない。しかし、改善の余地と進むべき方向性は明確である。 

 

5.1 税制の「スコープ拡大」の必要性 
 



欧州、特にフランスやオランダの事例が示すように、ソフトウェア産業を育成するためには、対象を「

AI」や「特許」に限定せず、広く「著作権で保護されたオリジナル・ソフトウェア」や「技術的革新性のあ
るソフトウェア」に拡大すべきである15。 

●​ SaaS/プラットフォーム支援： デジタル赤字の主因であるクラウドサービスやSaaSプラットフォー
ムは、必ずしもAI技術の中核部分だけで構成されているわけではない。これらの汎用的なデジ
タルインフラの開発を税制面で強力に後押しすることで、国内製プラットフォームの競争力を高

める必要がある。 
●​ 予見可能性の向上： 「AI関連」という曖昧な定義は、税務調査のリスクを懸念する企業の萎縮

を招く。オランダのS&O宣言のように、事前確認制度を拡充し、何が対象となるかを明確化する
ことで、企業の投資意欲を引き出すべきである。 

 

5.2 税率の競争力強化 
 

実効税率20%という水準は、グローバル・ミニマム課税（第2の柱）の15%という床があるにせよ、あ
まりに保守的である。英国やフランス並みの10%台前半を目指さなければ、国際的な拠点間競争に
おいて「選ばれる国」にはなり得ない。特に、シンガポールやアイルランドといった低税率国との競争

を意識すれば、より大胆なインセンティブが必要である。 

 

5.3 「内製化」支援とのポリシー・ミックス 
 

イノベーションボックス税制（出口支援）単体では不十分である。ネクサス・アプローチの要件を満た

す「自社開発体制」を構築するために、R&D税制（入り口支援）や、高度IT人材の雇用に対する助
成、労働市場の流動化促進といった政策を総動員し、SIer依存からの脱却（ユーザー企業によるエ
ンジニア直接雇用）を加速させる必要がある。 

 

結論 
 

日本がイノベーションボックス税制で欧州に後れを取っているという指摘は、単なる導入時期の遅れ

だけでなく、その制度設計の「質」における格差を指している。欧州がソフトウェアと無形資産を「21世
紀の富の源泉」と定義し、国を挙げて優遇しているのに対し、日本は依然として製造業モデルの延長

線上で、限定的かつ慎重な制度設計に留まっている。 

「知財で勝てない」現状は、ハードウェア偏重の成功体験、受託開発主体の産業構造、そして無形資



産の本質に対する理解不足が複合的に絡み合った結果である。2025年の新税制導入は第一歩で
はあるが、それが真に「デジタル赤字」を反転させ、日本の産業競争力を回復させる起爆剤となるた

めには、対象範囲の大胆な拡大と、産業構造そのものの転換を促すより包括的な国家戦略が不可

欠である。 

 

補遺：主要国制度比較データテーブル（詳細版） 
 

国名 制度名称 対象知的財

産（IP） 
優遇税率

（実効） 
ネクサス要

件 
特記事項 

日本 イノベーショ

ン拠点税制 
特許権、AI
関連ソフト

ウェア著作

権 

約 20% あり（厳格） 2025年開
始。AI限定
が特徴的。 

オランダ Innovation 
Box 

特許、S&O
宣言対象資

産（ソフト含

む） 

9% あり 中小は特許

不要。適用

範囲が最も

広い。 

英国 Patent Box 特許、医薬

品関連権利 
10% あり 特許製品の

売上全体を

ベースに計

算可能。 

フランス IP Box 特許、オリジ

ナル・ソフト

ウェア 

10% あり 2019年改正
でソフトを明

示化。AI限
定なし。 

アイルランド KDB 
(Knowledge 
Developme
nt Box) 

特許、著作

権保護ソフト

ウェア 

6.25% あり OECD準拠
の先駆け。

税率が極め

て低い。 

ベルギー Innovation 
Income 

特許、著作

権保護ソフト

3.75% あり 実効税率が

欧州で最も



Deduction ウェア 低い水準の

一つ。 
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